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１　現状について

令和５年（2023年）10月の第１号被保険者数は 554,241人、要介護等認定
者数は 120,349人となっています。

被保険者数、要介護等認定者数（実績）

※ 1　原則として、札幌市に住所を有する 65 歳以上の者をいう

※ 2　原則として、札幌市に住所を有する 40 歳以上 64 歳以下の医療保険加入者をいう

※ 3　各認定者数の（　）内は、各被保険者数に占める各認定者数の割合
（各年 10 月１日現在）

第１節　被保険者と要介護等認定者の現状と見込み
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２　見込みについて

被保険者数は住民基本台帳人口を基礎として推計しています。第1号被保険
者数は令和６年度（2024年度）には約56万人で、令和８年度（2026年度）には
約58万人に迫ることが見込まれます。

要介護等認定者数については、被保険者数に占める認定者数の割合やその推
移、今後の人口の動向などを踏まえて推計しています。

高齢化の進展に伴い要介護等認定者数は増えていくことが予想され、令和６
年度（2024年度）には約12万人、令和８年度（2026年度）には約13万人にまで
増加すると見込まれます。

被保険者数、要介護等認定者数（見込み）

※ 1　原則として、札幌市に住所を有する 65 歳以上の者をいう

※ 2　原則として、札幌市に住所を有する 40 歳以上 64 歳以下の医療保険加入者をいう

※ 3　各認定者数の（　）内は、各被保険者数に占める各認定者数の割合
（各年 10 月１日現在）
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また、第1号被保険者数は、令和12年度（2030年度）には約61万人、令和
22年度（2040年度）には約67万人、令和32年度（2050年度）には約68万人に
なることが見込まれます。

要介護等認定者数は、令和12年度（2030年度）には約15万人、令和22年度
（2040年度）には約18万人、令和32年度（2050年度）には約19万人にまで増
加すると見込まれます。

被保険者数、要介護等認定者数（見込み）

※ 1　原則として、札幌市に住所を有する 65 歳以上の者をいう

　　（令和 12 年度（2030 年度）以降は、札幌市まちづくり政策局における推計値）

※ 2　原則として、札幌市に住所を有する 40 歳以上 64 歳以下の医療保険加入者をいう

※ 3　各認定者数の（　）内は、各被保険者数に占める各認定者数の割合
（各年 10 月１日現在）
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１　現状について

第２節　介護サービス全体の現状と見込み

札幌市の介護サービス利用者数は、令和４年度（2022年度）では 74,717人と
なっており、高齢者の約８人に１人がサービスを利用しています。

サービス利用者数（実績）

※１　各年 10 月１日現在

※２　各年度の一月あたりの平均

※３　地域密着型サービスを含み、施設・居住系サービスに該当するものを除く。

　　なお、サービス利用者数は、介護予防支援・居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護、看護小規模

　　多機能型居宅介護の受給者数の合計を概数として使用。

※４　介護老人福祉施設（地域密着型を含む。）、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、

　　特定施設入居者生活介護（地域密着型と介護予防を含む。）、認知症対応型共同生活介護（介護予防を含む。）

※　小数点以下の処理の都合により、各項目と合計が一致しない場合がある。
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２　見込みについて

高齢者人口の増加等に伴い、今後も介護サービスの利用者数は増加していく
と予想されます。

サービス利用者数（見込み）

※１　各年 10 月１日現在

※２　各年度の一月あたりの平均

※３　地域密着型サービスを含み、施設・居住系サービスに該当するものを除く。

　　　なお、サービス利用者数は、介護予防支援・居宅介護支援、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護の受給者数

　　の合計を概数として使用。

※４　介護老人福祉施設（地域密着型を含む。）、介護老人保健施設、介護医療院、介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介護（地

　　域密着型と介護予防を含む。）、認知症対応型共同生活介護（介護予防を含む。）

※　小数点以下の処理の都合により、各項目と合計が一致しない場合がある。
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１　現状について

第３節　居宅サービス・介護予防サービスの現状と見込み

居宅サービス・介護予防サービスの利用状況は下表のとおりです。

居宅サービス利用者数（実績）

※　利用者数は各年度の一月あたりの平均



172

介護予防サービス利用者数（実績）

※　利用者数は各年度の一月あたりの平均
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１　現状について

第４節　施設・居住系サービスの現状と見込み

施設・居住系サービスの利用状況は下表のとおりです。

施設・居住系サービスの利用者数（実績）

※　利用者数は各年度の一月あたりの平均

※　小数点以下の処理の都合により、各項目と合計が一致しない場合がある。
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２　見込みについて

施設・居住系サービスの利用者数は、各サービスの待機者数や、利用率の
推移などを踏まえて見込んでいます。

なお、「介護療養型医療施設」は令和５年度（2023年度）末での廃止に伴
い、前計画期間において「介護医療院」への転換などが行われています。

施設・居住系サービスの利用者数（見込み）

※　利用者数は各年度の一月あたりの平均

※　小数点以下の処理の都合により、各項目と合計が一致しない場合がある。

※　介護療養型医療施設は、令和 6 年（2024 年）３月までの経過措置期間の満了をもって廃止
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１　現状について

第５節　地域密着型サービスの現状と見込み

「地域密着型サービス」は、高齢者が要介護状態等となっても、できる限り
住み慣れた自宅や地域で安心して生活が続けられるようにすることを目的として
提供されるサービスです。

地域密着型サービスの利用状況は下表のとおりです。

地域密着型サービス利用者数（実績）

注　施設・居住系サービスで計上した数値を再掲

※　利用者数は各年度の一月あたりの平均

※　小数点以下の処理の都合により、各項目と合計が一致しない場合がある。
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２　見込みについて

地域密着型サービス（施設・居住系サービスに含まれるものを除く。）の利用
者数については、今後の要介護等認定者数の増加や要介護等認定者の各サー
ビスの利用率の推移などを踏まえて推計しています。

地域密着型サービスの利用者数（見込み）

注　施設・居住系サービスで計上した数値を再掲

※　利用者数は各年度の一月あたりの平均

※　小数点以下の処理の都合により、各項目と合計が一致しない場合がある。
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１　主な介護保険施設等の整備目標

第６節　主な介護保険施設等の整備目標

本計画期間における介護保険施設等の主な整備目標は、民間事業者のサービ
ス提供量などを注視しながら、中長期的な人口や要介護者数の増加を見据え、
当面は次の考え方に基づき、下表のとおりとしています。

待機者のうち、主に在宅で、入所の必要性が高い方の推移や、近年の整備状況などを
踏まえ、600床と設定。

要介護認定者の伸びや、それに伴う認知症高齢者の増加などを踏まえ、306床と設定。

特別養護老人ホームや介護施設以外の高齢者の居住先として、今後も増加が見込まれ
る入居希望者数に配慮し、400床と設定。

⑴ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

⑵ 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）

⑶ 特定施設入居者生活介護

主な介護保険施設等の整備目標

※１　令和５年度（2023 年度）末時点

※２　着工年度で計上 
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主な施設の役割
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※１　養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホームについては、その施設が介護保険法上の「特定施設入居者生活介護」事業所の

　　 指定を受けている場合には、その施設で提供される身体介護や日常生活上の世話など必要に応じて保険給付の対象となる。

※２　令和５年度（2023 年度）末時点（ただし、有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅は、令和５年（2023 年）８月１日

　　 時点） 
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第７節　地域支援事業、保健福祉事業の現状と見込み

１　地域支援事業の概要

２　保健福祉事業の概要

被保険者が要介護状態等になることを予防するとともに、要介護状態等にな
った場合でも可能な限り地域で自立した日常生活を営むことができるよう支援す
ることを目的として、介護予防・日常生活支援総合事業と包括的支援事業、任
意事業からなる地域支援事業を実施しています。

地域支援事業のほかに、第１号被保険者の保険料を財源として、要介護被保
険者を現に介護する方の支援のために必要な事業等を実施するものです。札幌
市では「高齢者等おむつサービス事業」を実施しています。

⑴ 介護予防・日常生活支援総合事業

⑵ 包括的支援事業

⑶ 任意事業

要支援者等を対象とする「介護予防・生活支援サービス事業」（訪問型サービス、
通所型サービス、生活支援サービス）と、すべての高齢者を対象とする「一般介護予防
事業」で構成し、高齢者の生活支援と社会参加の促進を一体的に行うことにより、効果
的・効率的に介護予防を推進します。

地域包括支援センターを中心として、地域の高齢者やその家族に対する総合相談、介
護支援専門員への支援を中心とした多職種の連携による包括的・継続的ケアマネジメン
トの支援、権利擁護の推進などの取組を実施します。

要介護者を介護する家族等を支援するための事業をはじめとして、保険給付の適正化
に関する事業、その他高齢者の地域での自立した生活を支援するためのさまざまな事業
を実施します。
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地域支援事業一覧（令和５年度（2023年度））

保健福祉事業一覧（令和５年度（2023年度））
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３　現状について

主な地域支援事業、保健福祉事業の実施状況は下表のとおりです。

主な地域支援事業の実施状況（実績）

保健福祉事業の実施状況（実績）

※　特にことわり書きのない限り、１年間の実績を示すもの
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４　見込みについて

主な地域支援事業、保健福祉事業の実施見込みは下表のとおりです。

主な地域支援事業の実施状況（見込み）

※　特にことわり書きのない限り、１年間の実績を示すもの
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保健福祉事業の実施状況（見込み）

※　特にことわり書きのない限り、１年間の実績を示すもの


